







































































ieferung, 1980, S.130ff. ）。例えば、イスラム





























































統治から解放された後 英国 植民地支配が継続したが一九五九年、英国の自治領となり、更に、前記の通り、一九六三年、マラヤ連邦、ボルネオ島のサラワク、サバ両州とともに、マレーシア連邦を結成した。しかし 一九六五年、マレー系住民への優遇政策を不満とする中国系住民との間における衝突を契機として、マレーシア連邦から分離、独立した経緯については、改めて述べるまでも いであろう。従って、シンガポールは、その人口比において 中 系住








indschaftsrecht, Singapur, 99. 
L
ieferung, 1989, S.2f. ）。かようにして、イスラム法を除いて、









icile of choice ）
とも、英国住所法に従う
が、英国における一九七三年の改正法の内容は導入されていない。しかし、家族法 改正 伴 、妻は従前の住所も独自




















erid, a. a. O
., S.22. ）。一方、実質的要件について














erid, a. a. O
., S.22. ）。この点において、マレーシア法との比
較において、それら両法体系 おけるイスラム教な しラム法の位置付けが大きく異なっている。シンガポール法上におけるこ ような立場は、イスラム教徒である外国人と日本人との婚姻の成否についての問題に関する判断のための参考となるであろう。　
離婚については、かつて、裁判上の離婚と裁判外のそれと
が区別され、そして、前者は法廷地法に依るべきものとさ






































































ネイにおいて 、東南アジア諸国におけると同様に、中国系人口が相当の割合を占めていることを物語っ いる。同法は、全一四箇条をもって、 「ムスリム家族法」と並んで、特別婚姻法の一端を担っ いる。その規律 主体的範囲について、同法第一条第二項は、 「本法は、婚姻法 下に挙行された婚姻へは適用されないも とする。 」と 定して、民事婚と区別しており、また、第二 は、 「中国婚」の意義について、 「本法、及び 同法の下における規則において、 『中婚』とは、中国制定法又は慣習に従って締結された婚姻を意味するもの し、かつ、同法又は慣習 従 婚約し 者婚姻の交流によって構成された婚姻を含むも とする。 」と規定している。









姻法体系についても、植民地時代における欧州文化 移入、及び、中国伝統文化を担う華僑の安定的な定着とともに、やはり、構造的なイスラム化の拡大 看取さ 。タイ等に見られる仏教文化の影響は、今なお否定でき いが、社会主義国家の出現に伴う宗教の後退 対比して、インドネシア、マレーシア、ブルネイ等は、すでにイスラム教国へと変貌していることが、婚姻法を通じて確認されたと言うことができるであろう。その一方、シンガポール お は イスラム教徒へのイスラム法 排他的適用は残されていながら、基本的には、統一法への指向が顕著である。その点において シンガポールは、他の東南アジ 諸国と一線を画しており また、同国が、イスラム法が支配的なマレーシア連邦から分
離、独立したことの主旨は、正にそこにこそ存在しているように思われる。　
東南アジア諸国の国際家族法については、ミャンマーのそ
れを除いて、一先ず概観されたものとして、今後、研究会報告における対象国を南アジア諸国へと移すこととしたい。 
（かさはら・としひろ
　
東洋大学法学部教授）
国際家族法研究会報告〔笠原　俊宏〕
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